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中間とりまとめ（素案）に関係する中間とりまとめ（素案）に関係する
具体的施策の事例について

－資料３－



◇河川砂防技術基準維持管理編の策定（平成23年5月）に基づく本格的な計画型の維持管理への移行
◇新たに作成した基準類は 国交省HPで全て公開 直轄全河川において維持管理計画を作成公表（平成24年6月）

河川の規模や施設の重要度等に応じた維持管理水準の確保

・河川砂防技術基準維持管理編（河川編）
（平成23年5月11日付国河情第1号河川局長）河川整備基本方針（河川法１６条）

◇新たに作成した基準類は、国交省HPで全て公開。直轄全河川において維持管理計画を作成公表（平成24年6月）

河川砂防技術基準維持管理編と関連通知等河川整備基本方針・河川整備計画と河川維持管理計画

河川維持管理計画関係
（直轄）
・効果的・効率的な河川維持管理の推進について
（平成23年5月11日国河環第9号河川局長）
・河川維持管理計画に基づく河川維持管理の推進について
（平成23年5月11日国河環第10号河川環境課長）

工事・計画 維持管理
水
系
・河
川
全
体
を

河川整備計画（河川法１６条の２）

年 年程度 期計

河川の維持を含めた河川
整備の全体像が明らかに （平成23年5月11日国河環第10号河川環境課長）

（都道府県・政令市）
・効果的・効率的な河川維持管理の推進について
（平成23年5月11日国河環保第1号河川保全企画室長）
・都道府県等管理河川における河川維持管理状況等に関する調査について
（平成23年5月11日国河環保第2号河川保全企画室長）
都道府県等管理河川における河川維持管理状況等に関する調査について

を
対
象

工事・計画 維持管理

２０年から３０年程度の中長期計画
整備の全体像が明らかに
なるように定める

河川巡視関係
・河川巡視規程例について
（平成23年5月11日水政課河川利用企画調整官、河川環境課河川保全
企画室長事務連絡）

・都道府県等管理河川における河川維持管理状況等に関する調査について
（平成23年5月11日国河環保第2-2号河川保全企画室長）河川維持管理計画

（試行）
・概ね５年間に実施する具体
的な維持管理の内容を、河川
（区間）毎に定めたもの

河川維持管理指針（案）
（平成19年河川局長通知）

・河川維持管理計画等の策定にあたり、
その指針となる標準的な項目と、河川特
性に応じて維持管理の目標と実施内容を
定めるための考え方をとりまとめたもの

点検関係
・堤防等河川管理施設及び河道の点検要領について
（平成24年5月17日国水環第14号,第14号-2河川環境課長）

河川カルテ関係
・河川カルテの作成要領について（一部改訂）
（平成24年5月17日国水環保第2号,第2号-2河川保全企画室長）

河川維持管理計画
河川砂防技術基準維持管理編

平成23年度より

許可工作物関連
・許可工作物技術審査の手引きについて

（平成23年5月11日河川保全企画室長事務連絡）

・許可工作物に係る施設維持管理技術ガイドライン(案）について
（平成23年5月11日河川利用企画調整官、河川保全企画室長事務連絡）

（本格実施）
・概ね５年間に実施する具体
的な維持管理の内容を、河川
（区間）毎に定めたもの

河川砂防技術基準維持管理編
・河川維持管理の実施及び計画策定等に
あたり、その標準的な項目と基準、あるい
は技術的な標準を定めたもの

現状においては、河川の管理水準を持続するために必要な管理技術を『河川砂防技術基準維持管理編』（局長通知）に規定し、水管理・国土
保全局長より全国に通知（都道府県等に対しては技術的助言）

都道府県等が主に管理する中小河川も含めて管理水準を持続していくためには制度整備が必要



空港内の施設の維持管理等に係る緊急レビュー等の実施

「空港内の施設の維持管理等に係る検討委員会」（委員⻑：東洋⼤学理⼯学部都市
環境デザイン学科 福⼿勤教授）を設置し、安全阻害要因を極⼒なくすための維持
管理のあり⽅や、これまでの点検⽅法等に関して緊急的にレビューを実施するとと
もに、将来の劣化予測⼿法等について検討を⾏う。
この結果を踏まえ、空港内の施設の総点検を実施するとともに、維持管理・更新

に係る中⻑期的な計画の策定を進める。

検討事項

・既存ストックの⽼朽化が進⾏する中、エアサイドのみならずランドサイドも含めた空港における安全阻
害要因を極⼒無くすための維持管理等のあり⽅

・施設の安全基準および点検⽅法等に係る緊急レビュー
・将来の劣化予測⼿法等のあり⽅将来の劣化予測⼿法等のあり⽅

検討スケジュール（案）

平成24年

委員会 設置(12/27)

○
 第１回(2/5)

    ◎

緊急レビュ 取り纏め

平成25年

第1回(2/5)
◎

第2回(3月上旬)
◎

緊急レビュー取り纏め

劣化予測手法等の検討



•笹子トンネル事故や新幹線構造物の剥落事象等を踏まえ、鉄道事業者に緊急点検を指示。
法令により義務付け る定期点検 周期や方法に も妥当性 検証や必要な見直しを実施

鉄道施設の老朽化対策

•法令により義務付けている定期点検の周期や方法についても妥当性の検証や必要な見直しを実施。
•平成24年度補正では、中小鉄軌道事業者が保有する鉄道施設の緊急老朽化対策費用の補助等を実施。

平成24年度補正予算緊急点検

対象 指示日 期限 方法 発端となった事象

○資金力等に一定の限界がある中小鉄軌道
事業者を対象として鉄道施設の老朽化対策
を総合的に推進

事業費 11 354百万円（うち公共3 609百万円）

対象 指示日 期限 方法 発端となった事象

新幹線及び海底トンネ
ル上部に後付けで施工
された架線を支持する
下束（さげづか）等

H24.12.19 H25.3.31 近接目視及び打
音・触診等により
損傷等の有無を

中央自動車道
笹子トンネル
天井板落下事故

事業費：11,354百万円（うち公共3,609百万円）
国 費： 4,499百万円（うち公共1,424百万円）

（１）安全性評価・対策検討緊急事業
中小鉄道事業者が行う施設の老朽化の状
等 関する詳細評価 対策方法 検討

損傷等の有無を
確認新幹線トンネルの天井

部にあるモルタルによ
り補修等を行った箇所

H25.1.25 H25.7.31
上越新幹線トンネ
ル等の側壁におけ
るモルタル剥落

高架橋の防音壁等に
雨水が溜まる可能性が H25 2 4 早急に確認し、

速

同様箇所の有無
を確認し 防止

東北新幹線高架橋
防音壁における

況等に関する詳細評価や対策方法の検討に
要する費用の一部を補助。
補助率：国２／５、地方２／５

又は国１／３、地方１／３

雨水が溜まる可能性が
ある箇所

H25.2.4 速やかに措置 を確認し、防止
措置を実施

防音壁における
コンクリート片剥落

（２）緊急老朽化対策
老朽化対策の必要性が既に判明している

施設のうち、緊急的に対応が必要な中小鉄
道事業者が行う更新等に要する費用の一部
を補助定期点検

下束（架線を吊る金物） トンネル天井部の点検の様子 高架橋防音壁の点検の様子

○鉄道に関する技術上の基準を定める省令
施設等の種類、構造その他使用の状況等に応じた定期検査及びその記録・保存の義務を規定

○施設及び車両の定期検査に関する告示
鉄道の種類ごと、施設の種類に応じた検査周期を規定
（例）橋りょう トンネル等の構造物：2年 トンネルの詳細検査：在来線20年 新幹線10年

を補助。
補助率：国２／５、地方２／５

又は国１／３、地方１／３

（３）戦略的維持更新に向けたデータベース化
中小鉄道事業者が戦略的な維持管理を行（例）橋りょう、トンネル等の構造物：2年、トンネルの詳細検査：在来線20年、新幹線10年

○鉄道構造物等維持管理標準（通達）
構造物等の健全度判定等、標準的な維持管理手法をとりまとめ、事業者に周知

有識者や鉄道事業者を交えてその妥当性を検証し、必要な見直しを実施。

中小鉄道事業者が戦略的な維持管理を行
うことが可能となるよう、事業者が保有する
施設の点検状況のデータベース化を図る。

（国直轄）



○公園施設の老朽化に伴う維持管理費の増大が予想される中 将来の改築に係るコストの低減を図ることが重

公園施設長寿命化計画策定調査

○公園施設の老朽化に伴う維持管理費の増大が予想される中、 将来の改築に係るコストの低減を図ることが重
要

○事後的な管理から予防保全的な管理への転換を図るため、公園施設の長寿命化計画の策定を推進（平成２１
年度より長寿命化計画の策定に要する費用の１／２を補助）

公園施設長寿命化計画策定調査

交付対象 都道府県及び市町村

平成２１ ２５年度（５年間）
事業期間

平成２１～２５年度（５年間）

※５００箇所以上又は５００ｈａ以上の都市公園を管理する地方公共団体につ
いては、平成２１～２７年度（７年間）

国費率 １／２

公園施設の計画的な修繕・改築を行うための点検・調査 及び同点検・調査

留意事項

交付対象
公園施設の計画的な修繕 改築を行うための点検 調査、及び同点検 調査
の結果に基づく公園施設長寿命化計画の策定

留意事項

・平成26年度以降は、通常事業も含めて、公園施設の改築・更新に対する補助については、公園施設長寿
命化計画に基づき適切に維持管理がなされているものに限定



  

①公営住宅ストック総合改善事業 ②特定公共賃貸住宅等ストック総合改善事業 
③サービス付き高齢者向け住宅等ストック総合改善事業（認知症高齢者向けグループホームへの改良に限る。） 

既設公営住宅又は既設特定公共賃貸住宅等について、計画的な改善・更新を総合的に推進することにより、公営住
宅ストックや特定公共賃貸住宅等ストック等の居住水準の向上と総合的な活用を図る。 

（１） 整備費に対する助成 
 

 ○  整備費を交付金算定対象事業費とし、その概ね４５％を
国が社会資本整備総合交付金等により助成。 

① 規模増改築 ② 住戸改善 

③ 共用部分改善 ④ 屋外・外構改善 

⑤ 全面的改善【公営住宅のみ】 

改善内容 施行要件 

（原則） 平成２年度以前の予算で整備されたもの 

・耐震改修 
昭和56年度以前の予算で整備され、旧耐
震基準の適用を受けたもの 

・全面的改善（トータルリモデル） 建設後30年を経過したもの 

・防犯対策 平成12年度以前の予算で整備されたもの 

・バリアフリー化 平成14年度以前の予算で整備されたもの 

・エレベーター設置 平成14年度以前の予算で整備されたもの 

・長寿命化改善 
・障害者向け改善 
・認知症対応型ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ改善 
・住宅用防災機器の設置 
・地デジ対応設備の設置 
・既存エレベーター改修 
・省エネルギー改善 

年度要件なし 

※ 公営住宅等長寿命化計画に基づかない公営住宅等の改善事業及び建替
事業への助成は、平成26年度以降行わない。 

※ 特に小規模な改善事業（補助対象額が100万円未満）は、原則として助
成対象外とする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．目的 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．事業の構成 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．基本的要件 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．対象工事 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．支援内容 

（２） 家賃の低廉化に要する費用に対する助成 

○ 全面的改善、耐震改修、エレベーター設置に係る改修
を実施する場合は、改善後の家賃が上昇する。 

○ 従って、改善後の近傍同種家賃と入居者負担基準額と
の差額を交付金算定対象事業費とし、その概ね４５％を
国が社会資本整備総合交付金等により助成。 

  全面的改善（５年間） 
助成期間 耐震改修（３年間） 
 エレベーター設置（１年間） 

公営住宅等ストック総合改善事業の概要  



橋梁の効率的な維持管理等に資するため 「全国道路橋デ タベ スシステム」を構築

維持管理に必要な情報の継続的な収集・蓄積・共有化

・橋梁の効率的な維持管理等に資するため、「全国道路橋データベースシステム」を構築
・活用を希望する地方公共団体に対して地方整備局から説明を実施中（現状は任意の参加）

【システムの特徴】 道路橋DB（橋梁IDの付与）イメージ

①国内におけるすべての道路橋を対象

②橋梁の個別ＩＤ付与、橋長や橋梁形式といった橋梁諸元情報の他、

点検結果等も登録・閲覧が可能

③地方自治体など 道路橋を管理するすべての職員がデータを利用可能

道路橋DB（橋梁IDの付与）イメ ジ

●●橋

▲▲橋

◆◆橋

■■橋

国道○○号

国道△△号

国道◇◇号

国道□□号③地方自治体など、道路橋を管理するすべての職員がデ タを利用可能
【活用例】
①災害発生時に支援者が橋梁の基礎的データを容易に入手可能

②ある形式の橋梁に不具合が発生した場合、類似の橋梁に関する情報が検索可能

③バ クア プ機能（既に別のデ タベ スがある場合） 等

国道 号

③バックアップ機能（既に別のデータベースがある場合） 等

【活用イメージ】

《国土交通省 道路局》
全国道路橋DB
システムサーバ

《各地方自治体 等》
構維持管理（寿命）を念頭に

おいた橋梁計画設計（LCC）
⇒ 橋梁形式選定の参考

維持管理（寿命）を念頭に
おいた橋梁計画設計（LCC）

⇒橋梁形式選定の参考

システム管理：データの登録
検索・閲覧

インターネット回線

製作
施工

計画
設計

⇒ 橋梁形式選定の参考

前回点検から5年以上経過し

⇒橋梁形式選定の参考

《地方整備局等》

検索・閲覧

職員：データの検索・閲覧・出力

管理
計画

点検
補修
補強

橋梁
DB

た橋梁数は？
⇒ 点検業務予算策定

専用端末：データの
登録・更新

職員：データの 検索・閲覧・出力

橋梁担当者：データ作成
（EXCELファイル）

橋梁データ
送付

補強

蓄積された点検データなどの

活用
⇒データ分析

過去行われた点検結果

との比較
⇒ 劣化進行の把握



航路標識データバンクシステム

○ 航路標識の現状把握 整備計画の立案等で活用している施設諸元等の各データベースを集約○ 航路標識の現状把握、整備計画の立案等で活用している施設諸元等の各デ タベ スを集約

【Plan】 計画
将来を予測して業務計画を作成
・整備計画の企画・立案

【Do】 運用
航路標識機能の運用・保守業務
・巡回点検等保守業務・整備計画の企画・立案 ・巡回点検等保守業務

【Check】 点検・評価
機能の評価、機器施設の点検

【Act】 処置・改善
機能・機器の改善、整備の実施

・事故等報告
・施設点検及び修繕要求

・事業評価
・工事施工

PDCAサイクルを支えるためには、膨大な各種データが必要

告示 重要度 整備計画 保守区分 機器施設 浮標 予備品

PDCAサイクルを支えるためには、膨大な各種デ タが必要

事故
データ データ データ データ データ データ データデータ

個々のデータを統一・検索機能等を付加

航路標識データバンク

個々のデ タを統 検索機能等を付加

情報精度の向上
最新情報の共有
迅速な情報伝達

多様な検索機能
迅速な集計作業



官庁施設の保全と保全指導に関する取組

国土交通省 各省各庁

保全の実施保全の実施保全指導保全指導

今後の取組

法律に基づく点検 保
点検・確認の実施

中長期保全計画
等の作成

保全実地指導

基準類の整備

会議等での指導
保全の適正化

に向けて指導

法律に基づく点検、保
全の基準に基づく確認
が確実に実施されるよ
う、以下の内容等につ
いて 保全業務支援シ

①

保全台帳の整備

改修・修繕、

保全実地指導

指導結果を通知

実施状況の確認
調
査

を
反

いて、保全業務支援シ
ステムの改良を行う。

①中長期保全計画
作成手法 改良維持管理の実施

保全の状況の報告保全の状況の報告

再度の実地指導

保全実態調査保全実態調査 毎年度報告

査
結
果

反
映

中長期保全計画の作成
率を向上させるため、
必要入力項目の見直し
など 作成手法を改良②

作成手法の改良

保全の状況の報告保全の状況の報告保全実態調査保全実態調査
年次報告を公表

保全業務支援システム

により情報を蓄積

など、作成手法を改良
する。

②

ｼｽﾃﾑの改良

②点検・確認の実施
状 把握 強化

作成率ＵＰ

法律に基づく点検の実
施状況だけでなく、新た
に、保全の基準に基づ

官庁施設の

保全の適正化

状況の把握の強化

保全状態の概ね良好な

官庁施設の割合

（保全実態調査結果）

中長期保全計画等を作成

している官庁施設の割合

（保全実態調査結果）

く確認の実施状況につ
いても把握できるよう報
告内容を強化する。

保全の適正化



管渠マネジメントシステム技術の実証

○老朽化が進む長大な下水道管渠を適切に管理するため、スクリーニング調査を核とした○老朽化が進む長大な下水道管渠を適切に管理するため、スクリ ング調査を核とした
管渠マネジメントシステム技術をモデル処理区において構築・実証し、管渠のライフサイクル
コストの低減と投資の最適化を図る。

管渠マネジメントシステム管渠マネジメントシステム

管渠を適切に管理するための「調査計画の策定→スクリー
ニング調査→詳細調査→長寿命化計画策定→長寿命化等
の実施→調査計画の見直し」 といった一連の流れ

モデル処理区に
おける実証

○ライフサイクルコスト縮減
○投資の最適化

全国展開

従来のTVカメラ調査
では200 300 /日

従来手法

長寿命化等の実施調査計画 策定／見直し

データの反映

では200～300m/日

簡易調査約1000ｍ/日

スクリーニング調査

管更生工法等により改良

長寿命化計画策定

調査判定、計画策定支援ツールの実証

○スクリーニング調査の劣化度診断支援ツールの実証
○詳細調査の劣化度診断支援ツールの実証
○従来手法と比較した実証技術の効果確認
○調査結果を反映させた効率的な調査計画策定支援ツールの実証

スクリーニング調査

○従来より早く 安価に調査できる技術を実証

詳細調査

○従来のTVカメラのみでは十分に確認できない

簡易調査約1000ｍ/日
（開発目標）

長寿命化計画策定

データの反映

○調査結果を反映させた効率的な調査計画策定支援ツ ルの実証

○従来より早く、安価に調査できる技術を実証

○モデル処理区の広い範囲を効率的に調査することにより、事故
の未然防止とともに詳細調査の実施箇所の絞り込みが可能

従来 ラ 分 確認
劣化状況を判断できる技術を実証
（管外側の劣化、管断面の扁平等）

自走式調査ロボット舟型カメラによる調査 振動による定量的な劣化判定 レーザーによる変形調査



空港舗装面点検における赤外線調査の活用

【点検方法の見直し】

○⽬視点検
・舗装表⾯下の異常発⾒が困難

○打⾳点検
・点検者の主観による判断・舗装表⾯下の異常発⾒が困難 ・点検者の主観による判断
・⼈⼒点検による⾮効率性

時間的制約等限られた条件の中、効率的、かつより確実性の向上が見込まれる新たな
点検方法の導入の必要性

・徒歩点検時における、打⾳点検の効率性の改善及び確実性の向上を図るため、⾚外線カ
メラを⽤いた点検を新たに加えることとする。

点検方法の導入の必要性

メラを⽤いた点検を新たに加えることとする。
・なお、⾚外線カメラは舗装表⾯の温度差から異常箇所を発⾒する⼿法であることから、
温度差が⽣じにくい冬期間はこれまでどおり⽬視＋打⾳点検にて⾏う。

＜打⾳点検状況＞ ＜⾚外線カメラ映像＞

⾚外線カメラを⽤いるこ
とにより効率性の改善及
び確実性が向上 異常箇所



社会資本の予防保全的管理のための点検・監視技術の開発
技術開発の目的

点検手法を「見えるところを見る」から「診るべきところを診る」へ転換するため、

①構造物の目視困難部位についても迅速・簡便で汎用性の高い点検・検査技術と評価基準

②目視では評価が困難な構造物の変状を検知する技術と評価基準

を開発し、民間の点検技術の性能向上、点検の効率化、点検実施率の向上を図る。

技術開発 １

構造物の目視困難な部位の点検･診断技術の開発

■非破壊検査技術等を用いた、鋼材・アンカーボルト

技術開発 ２

目視では評価が困難な構造物の変状の点検・監視
技術の開発

等のコンクリートへの埋込部、外装材の剥離など目視
困難な部材の点検･診断技術及び評価基準を開発。 ■位置の計測技術（電子基

準点を利用した絶対位置
計測とレーザー測距を利

電子基準点

絶対位置情報

超音波による点検のイメージ 埋込部の腐食 高所での点検箇所

情報計 ジ

計測 ザ 測距を利
用した端部位置計測）を
発展させ、日常の変状を
迅速・簡便に把握する技
術及び評価基準を開発。

ホスト処理

測距情報

絶対位置＋レーザー測距
反射板

■管路内部、建築物、橋梁の高所部等で、人が直接近
寄れない箇所を確認するため、鮮明な画像・データの
取得・記録による点検･診断技術及び評価基準を開発。

位置情報計測のイメージ

技術開発の成果技術開発の成果

予防保全的管理の導入を推進するための点検技術を
開発することにより

社会資本の戦略的維持管理を実現

画像データ・記録のイメージ検査装置のイメージ

自動検知装置

社会資本の戦略的維持管理を実現
○国民の生命・財産を守り安全・安心を確保
○施設のライフサイクルコストの低減



人材育成事例

港湾施設維持管理研修港湾施設維持管理研修

○目的：維持管理を担当する職員を対象に、維持管理制度、施設マネジメントを講義するとともに、港湾
施設の維持管理に関する実務的事項（点検診断、維持補修工事、維持管理計画の策定方法
等）について習得する。等）について習得する。

○対象者：地方整備局等・直轄事務所の維持管理を担当する職員

○開催時期：毎年5～6月頃

○講習内容：
（１） 維持管理に関する制度と概論
（２） 施設点検診断，点検診断実習・討議、維持補修工事

（３） 維持管理計画の策定 劣化予測と総合評価

港湾施設の維持管理に関する技術講習会

（３） 維持管理計画の策定、劣化予測と総合評価
（４） ライフサイクルコスト算定プログラムの演習 等

港湾施設 維持管理 関する技術講習会

○目的：公共の港湾施設を管理している港湾管理者において、港湾施設の健全度や重要度等を考慮
した計画的かつ効率的な維持管理の実施が 図られるよう支援する。

○対象者 港湾管理者の維持管理を担当する職員○対象者：港湾管理者の維持管理を担当する職員

○開催時期：平成25年3月開催予定

○講習内容：
（１） 維持管理に関する法令と制度
（２） 維持管理計画の策定、劣化予測と総合評価
（３） ライフサイクルコストの算定



『７つの重点プロジェクト』

第３期 国土交通省技術基本計画（重点プロジェクトの推進）

『７つの重点プロジェクト』

Ⅰ．『災害に強いレジリエントな国土づくりプロジェクト』
Ⅱ．『社会資本維持管理・更新プロジェクト』
Ⅲ 『安全 安心かつ効率的な交通の実現プロジェクト』

Ⅳ．『海洋フロンティアプロジェクト』
Ⅴ．『グリーンイノベーションプロジェクト』
Ⅵ．『国土・地球観測基盤情報プロジェクト』

国土交通省及び所管の独立行政法人が主体的に実施する１６２件の技術研究開発のうち、特に優先度の高い政策
課題の解決に向け、強力に推進していく分野横断的な一連の取組を重点プロジェクトとして総合的に推進。

Ⅲ．『安全・安心かつ効率的な交通の実現プロジェクト』 Ⅶ．『建設生産システム改善プロジェクト』

コンクリート床版の疲労事例
点検・検査技術

各プロジェクトリーダの設置等の実施体制を確立し、関係者間の協力の基で推進。

【重点プロジェクト例】
＜Ⅱ．社会資本維持管理・更新プロジェクト＞

舗装のポットホール事例

コンクリート床版の疲労事例

社会資本の維持管理・更新費
の推計

≪左記のプロジェクトに関連する技術研究開発≫

・社会資本の維持管理更新費の推計

・構造物のライフサイクルマネジメントのための点検診断手

道路ストックの長寿命化
に関する技術開発

法に関する研究

・社会資本の予防保全的管理のための点検監視技術の開発

・道路ストックの長寿命化に関する技術開発 等

構造物のライフサイクルマネジメント
のための点検診断手法に関する研究

以上の取組を含め、社会資本の維持管理・更新に関する

19件の技術研究開発を推進していくこととしている。

塩害によるコンクリート構造物の劣化
事例

＜劣化や変状が顕在化した施設の増加＞
将来の維持管理費の推計イメージ

コスト

時間

事後保全
予防保全



建設技術研究開発助成制度

制度の概要

建設技術研究開発助成制度の仕組み

国や地域の諸課題（社会インフラの老朽化、地球温暖化等）の解決に資するための研究開発テーマを国土
交通省が示し、そのテーマに対し大学や民間等の先進的又は革新的な研究開発提案を公募し、より優れた
研究開発を選抜し助成する競争的資金制度。

国及び地域における社会的課題

― 建設技術研究開発助成制度の仕組み ―

成果の社会還元

新成長戦略
科学技術基本計画

ﾟ 等

国土交通省 大学、民間等

①行政施策上の課題に
資する研究開発テーマ提示

《公募》

課題の把握

成果の社会還元
イノベーション創出

ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ等

国土交通省
（評価委員会） の研究者②研究開発提案の応募

③より優れた研究開発へ助成審査・選抜 産学官の連携

政策課題解決型技術開発公募

国土交通省が定めた具体的な推進テーマに対して、迅速に（概ね２～３年後の実用化を想定）成果を社会に還元させること
を目的とした政策課題解決型（トップダウン型）の公募。Ｈ２５．６に採択課題を決定予定。

【Ｈ２５新規募集テーマ】
「老朽化に備えた社会資本・住宅の効果的・効率的な点検・診断技術の開発」
（技術研究開発例）

高精度で可搬性に優れた非破壊検査装置に関する技術の開発・高精度で可搬性に優れた非破壊検査装置に関する技術の開発
・高所などの難条件下でも低コストかつ効率的に実施可能な点検・診断技術の開発
・経済的かつ効率的なＩＣＴを用いたモニタリング技術の開発


